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仕入単価に対する企業の動向調査（2025 年 3 月） 
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本調査によると 2025 年 3 月時点で、企業の 75.5％が仕入単価の上昇に直面しており、特

に飲食店や旅館・ホテルなどで顕著であった。原材料価格の高騰や円安、食料品供給の不安定

さなどが影響し、3 年以上にわたり企業のコスト負担が増している。政府には原材料の供給安定

化やエネルギーコスト抑制などに効果のある具体的な政策が求められ、企業もコスト削減や効率

化を図りつつ、価格転嫁を進める必要がある。 

 

※株式会社帝国データバンクは、仕入単価に対する企業の動向について調査・分析を行った。なお、企業の仕入単価の動向は、帝

国データバンクが実施する TDB 景気動向調査を通じて毎月把握している。最新結果となる 2025 年 3 月調査は、全国 2 万

6,674 社を対象に実施し、有効回答企業は 1 万 716 社（回答率 40.2％）だった 
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仕入単価に対する企業の動向調査（2025 年 3 月） 

企業の 75.5％が仕入れ単価の上昇を認識 

 

原材料やエネルギーなど、企業の仕入れ価格の上昇が続いている。TDB 景気動向調査で把握してい

る仕入単価の動向をみると、2025 年 3 月時点で企業の 75.5％が前年同月から仕入単価が『上昇』1

していると捉えていた。前月（74.3％）から 1.2 ポイント増加し、2021 年 12 月（71.8％）から 40 カ月

（3 年 4 カ月）連続で 7 割を超えている（図表 1）。 

仕入単価の上昇は、原材料価格の高騰や、記録的な円安の進行による輸入コストの上昇、農作物など

を含む食料品の不安定な供給など、さまざまな要因によるものである。日本銀行が公表する企業物価指

数の推移をみても、2025 年 3 月は前年同月比で 4.2％上昇し、前月（4.1％）に続き、2 カ月連続で

４％台の伸びを記録した。近年は、2022～23 年に急上昇したのち一旦落ち着きがみられたものの、２４

年に入り再び上昇に転じており、企業の生産コストが再上昇しているといえる（図表 2）。 

さらに、仕入単価の上昇幅の内訳をみると、2022 年は「非常に上昇した」と回答した企業の割合が常

に 10％を超え、全体の上昇を押し上げていた。また、「上昇した」も 3 割以上を占め、多くの企業が仕入

単価の上昇の影響を明確に受けていたことがうかがえる。 

しかし直近の調査結果では、「非常に上昇した」企業の割合はピーク時から低下傾向にある。同時に、

「上昇した」企業の割合も減少傾向にあり、代わりに「やや上昇した」とする企業の割合が増加している。

この変化は、依然として多くの企業が仕入単価の上昇を感じているものの、その勢いが以前に比べて鈍

化傾向にある可能性を示唆している。あるいは、企業が継続的なコスト増に慣れ、以前ほど強い上昇とし

て認識しなくなってきているという、仕入単価に対する感度の変化も考えられる。 

仕入単価が上昇した企業の割合と企業物価指数  -2019 年以降-  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 仕入単価の動向は、前年同月と比較して「非常に上昇した」「上昇した」「やや上昇した」「変わらない」「やや低下した」「低下した」

「非常に低下した」「該当なし/不回答」の 8 段階で尋ねている。本レポートでは、「非常に上昇した」「上昇した」「やや上昇した」の 3

段階を合計した割合を『上昇』とした  
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図表 1：仕入単価が上昇した企業の割合の推移  図表 2:企業物価指数（前年同月比）の推移 

※日本銀行「企業物価指数（2025 年 3 月速報）」  

（2025 年 4 月 10 日公表）  
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仕入単価に対する企業の動向調査（2025 年 3 月） 

業種別：仕入単価が上昇した割合、「飲食店」が 94.6％でトップ 

 

仕入単価が上昇した企業の割合を業種別にみると、「飲食店」が最も高く 94.6％と９割以上にのぼった

（図表 3）。企業からは「売り上げ自体は悪くないが、原価の高騰や人件費などの販管費が重い」（西洋料理

店、東京都）といった声があがった。「旅館・ホテル」（91.0％）が 9 割台で続き、「リース・賃貸」（88.2％）

や、食料品スーパーなどの「飲食料品小売」（85.1％）が 8 割台後半で並んでいる。特に飲食関係やサービ

ス関係の業種で、仕入単価の上昇を強く感じている様子がうかがえた。 

「飲食店」について仕入単価が上昇した割合をみると、2022 年以降急速に高まり、2025 年 3 月まで

12 カ月連続で９割の企業が仕入単価の上昇を経験していた（図表 4）。これは、ほぼすべての飲食店にとっ

て、仕入れに対する負担感が極めて高い水準で継続していることを示している。とりわけ、「非常に上昇した」

割合は 2022 年以降一貫して 1～2 割で推移しており、10 社に 1 社あるいはそれ以上の飲食店が、仕入

単価の急上昇に直面しているといえよう。企業からも「コメの価格高騰が重荷。備蓄米放出も市況への反映

には時間がかかると思われる」（一般食堂、大阪府）といった声が寄せられ、コメのほか鶏卵や葉物野菜など、

調理に欠かせない材料価格の上昇や高止まりなどが悪材料となっている。これらの状況を背景として、多く

の飲食店は、依然として厳しい経営環境に直面している。 

業種別の仕入単価が上昇した企業の割合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全ての業種で仕入単価の上昇に販売単価の転嫁が追いつかず 

 

業種別に仕入単価と販売単価との関係をみると、すべての業種で販売単価の上昇割合が仕入単価の上

昇割合を下回る傾向がみられ、川上から川下まで広範囲にわたってコスト増を価格転嫁しきれていない現

状がうかがえた。特に仕入単価の上昇割合が高い「飲食店」「旅館・ホテル」「リース・賃貸」の上位 3 業種に
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業種名 2025年3月 2024年3月 2023年3月

飲食店 94.6 88.1 96.9

旅館・ホテル 91.0 91.7 98.0

リース・賃貸 88.2 73.6 78.6

飲食料品小売 85.1 84.1 87.2

運輸・倉庫 84.7 74.5 73.9

メンテナンス・警備・検査 84.5 79.4 82.4

飲食料品・飼料製造 84.2 81.6 93.5

飲食料品卸売 84.1 83.8 86.5

専門商品小売 81.8 73.0 70.0

精密機械、医療機械・器具製造 81.4 87.5 91.5

各種商品小売 81.4 77.8 90.9

※回答社数が30社以上の業種を対象 (%)

上
位
1
0

業
種

図表 3：仕入単価が上昇した企業の割合・上位 10 業種  

（2025 年 3 月基準） 

図表 4：「飲食店」における仕入単価が上昇した企業の割合  
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仕入単価に対する企業の動向調査（2025 年 3 月） 

ついて販売単価の上昇割合と比較すると、「飲食店」では販売単価の上昇割合が 64.9%と、仕入との差は

29.7 ポイント。「旅館・ホテル」も同様に、仕入 91.0%に対し販売は 64.5%と、26.5 ポイントの差がみら

れる。「リース・賃貸」は、仕入 88.2%に対し、販売は 51.9%にとどまり、その差は 36.3 ポイントと上位 3

業種のなかで最も大きかった。 

そのほか、「医療・福祉・保健衛生」は 44.2 ポイント差(仕入 76.7%、販売 32.5%)となっており、販売

単価の転嫁が非常に難しい状況にある。こうした分野では、公的医療保険や介護保険制度に基づく公的な

価格設定などが影響していると考えられる。仕入れコストが著しく増加しているにもかかわらず、価格転嫁

が十分にできていないため、収益を大きく圧迫している可能性がうかがえる。 

一方で、「飲食料品卸売」(仕入 84.1%、販売 76.9%)や、「化学品卸売」(仕入 70.1%、販売 62.4%)、

「鉄鋼・非鉄・鉱製品卸売」(仕入 59.3%、販売 52.2%)は、仕入単価の上昇に対し、販売単価も比較的に

上昇していることがわかる。これらの業種では、小売りなどの川下業種への価格転嫁が、他の業種と比べ比

較的スムーズに進んでいる可能性がある。ただし、依然として仕入単価の上昇割合が販売単価の上昇割合

を上回っているため、完全なコスト吸収には至っていない。 

図表 5：業種別の仕入単価および販売単価が上昇した割合（ 2025 年 3 月）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まとめ 

 

本調査の結果、2025 年 3 月時点で、仕入単価の上昇を認識している企業は 7 割を超え、その割合は

3 年以上にわたり高止まりしていることが明らかになった。この長期にわたるコスト増は、日本経済の構造的

な課題として重く受け止める必要があろう。 

業種別にみると、「飲食店」や「旅館・ホテル」といった飲食・宿泊業で特に仕入単価の高騰が顕著であり、

事業環境の厳しさが際立っている。とりわけ「飲食店」では値上げによる客離れのリスクがあるため、販売単

価への転嫁が難しく、人件費や光熱費の高騰も重なり、コメや鶏卵、油、野菜といった調理に不可欠な材料
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価格の上昇が経営を圧迫している。「旅館・ホテル」においても、食材費に加え、アメニティやリネン類の価格

上昇が収益の下押し要因となっている。このほか、「医療・福祉・保健衛生」などでも価格転嫁が難しく、事

業継続への深刻な影響も懸念される。 

また、一部の卸売業では、仕入単価の上昇に対し、販売単価への転嫁が比較的進んでいるものの、完全

にコストを吸収できるまでには至っていない。多くの製造業や小売業でも、仕入単価の上昇を販売単価に十

分に転嫁できず、収益性の低下という共通の課題に直面している。 

このような状況を踏まえ、政府に求められるのは、長引く原材料価格の高止まりによる輸入コスト増、食

料品供給の不安定化といった外部要因に対するより実効性のある対策だろう。具体的には、原材料の供給

安定化に向けた多角的な調達先の確保支援、エネルギーコストの抑制策などが喫緊の課題である。加えて、

企業側も、サプライチェーンの強靭化、省人化投資による効率化、高付加価値化による価格転嫁の推進など、

持続可能な経営を目指すための自助努力を強化する必要がある。同時に、消費者の理解を得ながら、適正

な価格形成を進めていくことも重要となろう。 


